



















　法務省「在留外国人統計」（2018 年 12 月末）によると、全国の在留外国人数は 2,731,093 人




























に 2014 年以降急増し、日本学生支援機構（以下、JASSO）の調査によると、2018 年 5 月現
在では 298,980 人（前年比 12％増加）となっている。2015 年は 208,379 人（前年比 13.2％増加）、
2016 年は 239,287 人（前年比 14.8％増加）、2017 年 267,042 人（前年比 11.6％増加）と、ここ
数年は毎年 10％以上の増加が続いている。〔図 1〕は、外国人留学生数の推移をその在籍機関
別にグラフにしたものである。2011 年の留学生総数は 163,697 人で、そのうち「学部・短期
大学・高等専門学校」の学生数が 71,244 人と一番多く、次に「大学院」39,749 人、「日本語教
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育機関」25,622 人、「専修学校（専門課程）」25,463 人、「準備教育機関」1,619 人と続いている。
その後の変化を見てみると、「学部・短期大学・高等専門学校」と「大学院」は緩やかに上昇し、
2018 年にはそれぞれ 87,806 人、50,184 人に増加した。また、「日本語教育機関」と「専修学校（専
門課程）」が大幅に増加し、2018 年には「日本語教育機関」の学生数が 90,079 人と一番多くなっ
ている。































　また、近年その出身国（地域）にも変化が見られる。2012 年までの上位 3 か国は、長らく中国、
韓国、台湾の順であったが、2013 年にベトナムが台湾を抜いて 3 位に、さらに翌 2014 年には









著であり、福岡県の 2018 年の留学生数とその割合〔図 3〕を見てみると、ベトナムが中国を













































































卒業後の進路希望調査（2018 年 1 月調査）によると、最も多かったのが「日本において就職希望」













請は年々増加しており、2018 年では 30,924 人で、5 年前の 2013 年の 12,793 人から 2.4 倍増加
している。しかし、変更許可率は 2018 年では 83.9％で、16.1％が不許可となっている。また、






〔表 1〕留学生からの就職目的の処分数等の推移  （単位：人）
2014 年 2015 年 2016 年 2017 年 2018 年
処　分　数 14,170 17,088 21,898 27,926 30,924
許　可　数 12,958 15,657 19,435 22,419 25,942
不 許 可 数 1,212 1,431 2,463 5,507 4,982








　本節では、JASSO の『平成 30 年度 外国人留学生在籍状況調査結果』をもとに、「留学生」
という言葉で一括りにされてしまうことで見えにくくなっている事象と、そこから導き出され
る日本語教育の課題を指摘する。
３．１．「留学生 10 万人計画」及び「留学生 30 万人計画」と留学生総数の増加
　「留学生10万人計画」が立案されたのが1983年であり、それが達成されたのが2003年であり、
その間に 30 年を要している。一方、これを受けて、2020 年を目途に達成を目標とした「留学
生 30 万人計画」が打ち出されたのが 2008 年であり、それが 2019 年にほぼ達成されているので、
要した年数は、わずかに 11 年である。表１は、留学生総数の推移の結果である。
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表 1．「留学生 10 万人計画」と「留学生 30 万人計画」の達成
西暦年 留学生総数
留学生 10 万人計画 1983 10,428
2003 109,508
留学生 30 万人計画 2008 123,829
2019 298,980
　筆者が日本語教師を志し、大学院へ進学した頃は、ようやく留学生総数が約 5 万人に達成す
ることができたのだが、「留学生 10 万人計画」が発表されてから、既に 15 年が経過していた。
当時の求人は、「経験者であること」が求められることが多く、未経験者が決して容易に日本
語教師として採用されるわけではなかった。その後、5 万人台で一時減少傾向が続き、6 万人
台になるまでに 7 年を要することになったので、日本語教育の現場では、「留学生 10 万人計画」
の達成に懐疑的な雰囲気があった。しかし、6 万人台達成からわずか 3 年で 10 万人を越える
ことになるのである。その推移を表２にまとめた。







1999 55,755 22,679 26,160 6,916
2000 64,011 23,585 30,612 8,815 999
2001 78,812 25,146 39,502 12,324 1,840
2002 95,550 26,229 50,321 17,173 1,827
2003 109,508 28,542 57,911 21,233 1,822
増減数 45,497 4,957 27,299 12,418 823
増減率 71％ 21％ 89％ 141％ 82％
　2000 年と 2003 年を比べると、増加した留学生総数 45,497 人に占める割合は、この間の増
減率の高い「学部 ･ 短期大学 ･ 高等専門学校」（以下、「学部 ･ 短大 ･ 高専」）が 6 割、「専修
学校」が約 3 割であり、実に 9 割が「学部 ･ 短大 ･ 高専」及び「専修学校」であることがわかる。
なぜ急激に増えたのかを統計資料から推測することはできないが、わずか 4 年の間に全国で 4




その後、2008 年に「留学生 30 万人計画」が出され、その翌年、「出入国管理及び難民認定法」
の改正（平成 21 年７月 15 日公布）により、2010 年 7 月 1 日付けで在留資格「留学」「就学」
が一本化されたことから、2011 年 5 月以降は、日本語教育機関に在籍する留学生も含めた留
学生数も計上されることになった。そこで、2008 年から 2018 年までの留学生総数の推移の結
果を表３にまとめた。








08 123,829 32,666 63,175 25,753 2,235
11 163,697 39,749 71,244 25,463 1,619 25,622
18 298,980 50,184 87,806 67,475 3,436 90,079
増減数 135,283 10,435 16,562 42,012 1,817 64,457
増減率 83% 26% 23% 165% 112% 252%
　2011 年と 2018 年を比べると、増減率の高い「日本語教育機関」と「専修学校」でわずか 7
年の間に 10 万人以上の増加があり、留学生総数の増加 135,283 人の約 8 割を占めていること
がわかる。
　以上、２つの留学生計画の達成を比較することで見えてくることがある。それは、「留学生
10 万人計画」の達成と「留学生 30 万人計画」の達成では、要した年数の違い以上に、増加し
た留学生の内訳が異なることである。「留学生 10 万人計画」においては、増減率では「専修学校」
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日本留学試験受験者(以下、EJU)の増加に反映されているのではないかという予測が成り立つ。
留学生総数の最新の統計が 2018 年のものなので、EJU も 2018 年（平成 30 年）のデータで比
較する。
表 4. 日本留学試験受験者数と専修学校 ･ 日本語教育機関に所属する留学生数
EJU 受験者第 1 回 EJU 受験者第 2 回 専修学校 日本語教育機関
2011（平成 23） 15,988 15,862 25,463 25,622
2018（平成 30） 23,793 21,013 67,475 90,079
増減数 7,805 5,151 42,012 64,457








表 5．留学生総数と高等教育機関に所属する留学生数（出身国 ･ 地域別）
中国 ベトナム ネパ ルー 韓国 台湾 スリランカ インドネシア
留学生数 114,950 72,354 24,331 17,012 9,524 8,329 6,277
高等教育機関 86,439 42,083 15,329 14,557 7,423 4,429 4,719
割合 75％ 58％ 63％ 86％ 78％ 53％ 75％
　上位にある 7 か国（地域）を見ると、留学生総数に占める高等教育機関に所属する割合が高
いのは、インドネシアを除けば、韓国 ･ 台湾 ･ 中国の東アジア漢字圏であることがわかる。最
新の平成 30 年度調査によれば、最も多い中国出身者の占める割合は、既に 4 割を切っており、
かつてほど、「留学生と言えば、中国人」という状況ではないのである。しかしながら、日本
語教師がどの教育機関に所属しているのかによっては、かつてと同じく、留学生と言えば、や
はり、中国 ･ 韓国 ･ 台湾出身者になるのである。




ベトナム 中国 ネパ ルー スリランカ ミャンマー 韓国 台湾
日本語教育機関 30,271 28,511 9,002 3,900 2,543 2,455 2,101
平成 30 年第 1 回 4,242 13,926 1,892 545 401 672 365
受験率 14％ 49％ 21％ 14％ 16％ 27％ 17％
　日本語教育機関に所属する留学生の中で、最も多い出身地は、ベトナムである。しかし、
EJU 受験者においては、中国出身者に比べると、極めて低い受験率であり、受験者数は、3 分


































なくても受験でき、かつ、受験料の安い JLPT の方を好む」「EJU を要求しない学校に進学す
るので、EJU を受験しない」等であり、留学生の急増に伴わない EJU 受験者数の緩やかな増
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４．２．中国人元留学生 Aさんの語り
①決断
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